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②常任委員会

　常任委員会は、所管事項ごとに８つの委員会（総務企画地域振興、厚生労働環境、県民生活商工、農林水産、県土整備、建築都市、文教、警察）
が設置されており、会期中は議案や請願などの審査を行い、閉会中は本会議で付議された事項の調査、現地視察などの活動を行っています。

　教育改革推進方策、社会の変化に対応した
教育の改善・充実、教職員の定数・給与及
び勤務条件の改善、県立教育施設の充実、
学校週５日制の弾力的な実施、生涯学習の振
興・充実、保健体育・スポーツの振興、文化
財の保護、私学振興、青少年の健全育成、
学校や地域社会における児童生徒の安全対策
などについて審査及び調査を行っています。

　暴力団犯罪の取締り、少年の非行防止及び
健全育成対策、交通指導取締り対策及び交通
安全施設の整備、警察施設及び装備の整備、
風俗営業等取締り対策、麻薬及び密貿易取締
り対策、警察署の管轄区域などについて審査
及び調査を行っています。

※自民：自民党県議団、民主：民主県政県議団、公明：公明党、新政：新政会、維新：日本維新の会、緑友：緑友会、桜和：桜和会、至誠：至誠会
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県民生活商工委員会

　住生活基本計画、公営住宅の管理、都市
計画、公園・街路の整備、下水道の整備、
建築指導行政の推進、県有施設の整備などに
ついて審査及び調査を行っています。

　公共用地取得の推進、道路整備事業、河
川改修及び河川総合開発の促進、海岸・港
湾整備事業、急傾斜地の崩壊防止などについ
て審査及び調査を行っています。

　農林水産業の生産基盤の整備、農林水産
物の生産及び流通の安定、農林水産業生産
組織の育成強化、農林水産業関係試験研究
機関の整備、農山漁村環境の整備、山地・
林地等自然環境の保全、食と農林水産業に係
る啓発、農林水産業へのＩＴ導入などについて
審査及び調査を行っています。

　多様な主体の協働の推進、県民の文化及び
スポーツの振興、男女共同参画社会の推進、
安全・安心まちづくり及び消費者政策の推進、
中小企業振興、先端成長産業の育成、観光
振興、企業立地の推進などについて審査及び
調査を行っています。

　社会福祉事業の推進、社会保障制度の充
実、援護対策、保健・医療並びに環境衛生、
自然環境の保全、中小企業等の労働福祉の
推進、雇用及び就業対策、職業能力開発体
制の推進などについて審査及び調査を行って
います。

　行財政対策、職員の定数・給与及び勤務
条件、財産の取得・管理及び処分、消防防
災対策、県行政の総合企画及び総合調整、
市町村振興、ＩＴの進展に伴う情報化の推進、
交通政策、国際化の推進、地方税制などにつ
いて審査及び調査を行っています。


